
個人情報を取り扱う業務委託契約の 

特記事項  

 

（秘密保持義務） 

第１条 受託者は、この契約の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に

漏らしてはならない。また、契約期間満了後も同様とする。 

 

（安全管理措置） 

第２条 受託者は、個人情報の安全管理について、責任体制、業務従事者の管理体制及

び実施体制を確立し、必要な措置を講じなければならない。 

 

（再委託の禁止） 

第３条 受託者は、この契約による業務を第三者に再委託してはならない。ただし、当

該業務の一部についてやむを得ず再委託する必要があるときは、あらかじめ再委託

先の業者名及び再委託の内容を区に通知し、区の承諾を得なければならない。また、

再委託先に対してもこの契約を遵守させなければならない。  

２ 前項の規定は、再委託先が受託者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第

２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も同様とする。 

 

（目的外使用及び外部提供の禁止） 

第４条 受託者は、個人情報を区の指示する目的以外に使用してはならない。また、第

三者に提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第５条 受託者は、個人情報の全部又は一部を区の許可なく複写し、又は複製してはな

らない。区の許可を受けて複写又は複製したときは、業務の終了後、直ちに当該複

写物又は複製物を焼却又は裁断等により利用できないように処分しなければなら

ない。 

 

（授受及び保管） 

第６条 受託者は、個人情報の授受、保管及び管理について、善良な管理者の注意をも

って当たり、個人情報の消滅、毀損等の事故を防止しなければならない。 

 

 

 

別紙４



（返還等） 

第７条 受託者は、契約を終了したとき又は区が請求したときは、その保有する個人情

報について、直ちに区の指定した方法により、廃棄、返還又は消去しなければなら

ない。 

 

（定期の報告） 

第８条 受託者は、個人情報を取り扱う業務の管理体制・実施体制・個人情報の管理状

況について、契約締結後速やかに区の指定する様式により区に報告を行うものとす

る。また、契約期間が複数年に渡る場合、少なくとも年１回以上、区に報告を行う

ものとする。 

 

（立入検査及び調査） 

第９条 区は、個人情報の管理状況について随時に立入検査又は調査をし、受託者に対

して必要な報告を求め、又は委託業務の処理に関して指示を与えることができる。 

２ 受託者は、再委託先に対して、この契約の遵守状況について監視し、随時に立入

検査又は調査をし、必要な報告を求め、又は委託業務の処理に関して指示を与えな

ければならない。 

 

（事故の報告） 

第１０条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の事故が生じたときには、

直ちに区に対して通知するとともに、遅滞なくその状況を書面でもって区に報告

し、区の指示に従わなければならない。 

 

（不良製品等の処分） 

第１１条 この契約による業務処理中に不良又は不用な製品が発生したときは、受託者

は、その発生数量、発生原因を区に報告し、その処分について区と協議するもの

とする。 

 

（損害賠償） 

第１２条 受託者が、前記各条項に違反し区に損害を与えたときは、受託者はその損害

を賠償しなければならない。 

 

 


